
≪事業の目的及び現在の取組み概要等≫

目標（誰（何）をどのよう
な状態にしたいのか）

市民や県民をはじめ多くの人々が、開港後に貿易都市として発展してきた長崎独自の歴史
や文化について関心を持ち、その理解を深める。

課題（どういうことをする
必要があるのか）

長崎開港450周年記念事業の一環として、長崎歴史文化博物館において長崎開港450年記
念展を開催し、近世期に海外の窓口として重要な役割を果たした長崎での文化交流、その
舞台となった都市長崎についての展示を行う必要がある。

≪事業の概要≫

事業の具体的内容
（対象、事業主体、事業
期間、総事業費、事業

費内訳等記載）

【主　　　催】長崎県、長崎市、長崎歴史文化博物館
【事業期間】令和３年４月２４日～令和３年６月６日（開催日数４３日間、5/17休館日）
【総事業費】 24,577千円
（内訳）・輸送費　　　　　　　　　12,001千円
　　　　 ・展示、撤去作業費　　　1,000千円
　　　　 ・会場設営費　　　　　    1,000千円
          ・展示物制作費　  　　　 2,000千円
　　　　 ・広報費                     2 ,700千円
　　　　 ・図録制作費　　       　　　960千円
　　　　 ・監視員/警備員          2,365千円
　　　　 ・開会式開催費　　   　     200千円
　　　　 ・調査等旅費　　　   　 　1,300千円
　　　　 ・物販原価　　　　  　　　   100千円
          ・アウトリーチ活動費　　 　942千円
【事業費内訳】 運営費負担金：5,000千円（市負担分）
　　　　　　　　　※負担割合は「長崎歴史文化博物館の運営に関する協定書」に準じ、
　　　　　　　　　　 県１：市１
【開催場所】    長崎歴史文化博物館　３階企画展示室

上記の問題点に対して
現在行っている事業の

有無
　有　・　無　　　※有の場合は事業概要を添付（委員会資料等）

当該新規・拡大事業を
行うにあたり、縮小・統

合・廃止する事業

　有　・　無　　　※有の場合は事業概要を添付（委員会資料等）
　新規・拡大事業を行うためには、今までやってきた取組みを検証し、成果や効果が低い事
務事業の終了も含めた「選択と集中」に努めることが不可欠です。

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

長崎の歴史文化遺産が 市民に関心を持たれ、学ばれ、国内外に発信されている。

現状・問題点
長崎に港が設置されポルトガル船が入港してから450年を迎える令和3年に、長崎のまちが
港とそこから広がる海洋とともに発展していくために、次の50年に向け、歴史や文化を受け
継ぎ、新しい産業を創造する機会として「長崎開港450周年記念事業」が開催される。

基本施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

歴史文化遺産が
市民や事業者の理解のもとに、貴重な財産として、適切に保
存・活用され、伝えられている。

個　別　施　策 A1-2 歴史・文化遺産に対する市民意識を高め、国内外に向けて発信します

個別施策の目的
（対象と意図）
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評価対象年度 令和3年度 事業担当課

事 務 事 業 名 長崎歴史文化博物館特別企画展負担金

基　本　施　策 A1 歴史・文化遺産を守り、活かし、伝えます

文化財課

編　成　区　分 当初 担当者・内線 中山・６３４１

≪基本情報≫

新 規

拡 大



　長崎開港450周年記念事業の一環として、元亀2年（1571）と幕末の安政の開港という二度の開港が長崎にもたらし
たものをテーマとして、特別企画展を実施するものである。
　開港450周年記念を契機に、長崎独自の歴史や文化について、市民をはじめとした多くの人々に興味関心を持って
もらうことにつながることから、事業の実施は適当である。

(2) 評価会議における指摘事項

成
果

(

活
動

)

指
標

指標（単位） 企画展入場者数

年　　　度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目　標　値

財源名称　

総　　　額

10,000人

成果指標及び
目標値の説明

本企画展の入場者見込み数を成果指標とした。

評　価　結　果

(1)今後の事業の方向性と理由

予
算
額

地方債

市民等の参画と
協働のまちづくり

（取組みに☑をし、
その内容を記載）

事　業　期　間 （　　年度～　　年度　）

その他 一般財源

当　年　度 5,000 5,000

業務量の増減 増減 ０時間（R2も同事業あり）

金額（千円） 国 県

単年度 単年度繰り返し 期間限定

一部不採択

所管案のとおり

企画不十分

事業規模縮小

企画不十分不採択

採択
事業のやり方改善 事業規模拡大

事業統廃合 その他

情報共有 参画 協働


